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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 174,418 2.5 13,842 23.5 14,955 23.2 8,595 28.3
26年3月期 170,157 4.7 11,209 2.8 12,135 4.3 6,697 5.6

（注）包括利益 27年3月期 12,771百万円 （52.8％） 26年3月期 8,357百万円 （△17.9％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 139.82 ― 7.6 7.3 7.9
26年3月期 108.94 ― 6.5 6.4 6.6

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 376百万円 26年3月期 261百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 213,401 126,761 55.3 1,920.40
26年3月期 193,653 113,478 54.5 1,716.65

（参考） 自己資本 27年3月期 118,053百万円 26年3月期 105,529百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 7,595 △5,420 △1,281 25,785
26年3月期 11,344 △4,550 △1,267 24,892

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― ― ― 15.00 15.00 922 13.8 0.9
27年3月期 ― ― ― 20.00 20.00 1,230 14.3 1.1

28年3月期(予想) ― ― ― 22.00 22.00 15.7

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 177,700 1.9 13,530 △2.3 14,310 △4.3 8,600 0.1 139.90



※ 注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料１５ページ「４．連結財務諸表（６）連結財務諸表に関する注記事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 65,337,219 株 26年3月期 65,337,219 株

② 期末自己株式数 27年3月期 3,863,921 株 26年3月期 3,863,299 株

③ 期中平均株式数 27年3月期 61,473,556 株 26年3月期 61,482,069 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成27年3月期の個別業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 139,309 1.8 10,112 23.3 10,894 23.5 6,760 29.5
26年3月期 136,831 6.9 8,204 14.6 8,824 13.1 5,219 9.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

27年3月期 109.90 ―
26年3月期 84.83 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 173,094 97,259 56.2 1,581.06
26年3月期 157,834 86,418 54.8 1,404.81

（参考） 自己資本 27年3月期 97,259百万円 26年3月期 86,418百万円

2. 平成28年 3月期の個別業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日） 
（％表示は、対前期増減率） 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料２ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 142,600 2.4 9,540 △5.7 10,240 △6.0 6,810 0.7 110.70
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１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

当連結会計年度の国内経済は、政府や日銀による経済・金融政策の効果などを背景に、企業収益の改善など、景気

は緩やかな回復基調が続きましたが、消費税引き上げによる個人消費の低迷や新興国経済の成長鈍化等による下振れ

懸念など先行きが不透明な状況で推移しました。当建設業界における受注環境は、公共投資は堅調に推移し、民間設

備投資は増加傾向となりました。

このような状況の中で、当社グループは営業体制の強化を図り、グループを挙げて新規工事の受注確保に努めまし

た結果、当連結会計年度の連結受注高は1,675億円（前年同期比90％）となり、連結売上高は1,744億円（前年同期比

103％）となりました。

利益については、工事原価低減及び経費の節減等を始めとする恒常的利益体質への基盤強化施策を推進しました結

果、連結営業利益は138億42百万円（前年同期比123％）、連結経常利益は149億55百万円（前年同期比123％）、連結当

期純利益は85億95百万円（前年同期比128％）となりました。

部門別の状況は次のとおりであります。

鉄道電気工事部門

当連結会計年度は、主な得意先である東日本旅客鉄道株式会社を始めとするＪＲ各社、鉄道・運輸機構、公営鉄道

及び民営鉄道などに対して組織的営業を積極的に展開し受注の確保に努めました結果、大崎・新宿駅間信号設備改良

工事、新盛岡変電所外変電機器更新工事、北海道新幹線緩衝工電力設備支障移転工事などの受注により連結受注工事

高は993億円（前年同期比96％）となりました。

連結完成工事高は、東京駅東北縦貫線信号設備新設他工事、奥羽本線福島駅信号通信設備改良他工事、北陸新幹線

新高岡駅外電力設備工事などが完成しましたので1,030億円（前年同期比100％）となり、次期への連結繰越工事高は

734億円（前年同期比95％）となりました。

一般電気工事部門

当連結会計年度は、顧客指向に基づいた積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めました結果、豊洲新市場（仮

称）水産卸売場棟ほか建設電気設備工事、岩国飛行場住宅地区短期宿泊施設等電気設備他新設工事などの受注により

連結受注工事高は422億円（前年同期比79％）となりました。

連結完成工事高は、京都駅ビル防災設備更新工事、ＪＦＥソーラーパワー清水太陽光発電所建設工事などが完成し

ましたので431億円（前年同期比120％）となり、次期への連結繰越工事高は423億円（前年同期比98％）となりまし

た。

情報通信工事部門

当連結会計年度は、全国的な受注拡大を図り積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めました結果、立命館建物

入退室管理機器更新工事などの受注により連結受注工事高は245億円（前年同期比91％）となりました。

連結完成工事高は、プラチナバンドプロジェクト基地局建設工事などが完成しましたので256億円（前年同期比89

％）となり、次期への連結繰越工事高は142億円（前年同期比93％）となりました。

その他

当連結会計年度は、関連事業の拡大及び新規事業の開発などに努めました結果、受注高は13億円（前年同期比102

％）となり、売上高は25億円（前年同期比105％）となりました。

その他の事業には、不動産業及びビル総合管理等の関連事業、ソフトウェアの開発及び電気設備の設計等を含んで

おります。
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② 次期の見通し

次期の見通しは、景気は緩やかな回復基調にあるものの、物価上昇による個人消費の改善の遅れや海外景気の下振

れが懸念されるなど先行き不透明な状況が続くものと思われます。当建設業界においては、民間設備投資は増加が見

込まれ、公共投資は堅調に推移していくことが期待されます。

このような状況の中で、当社グループは、各工事部門で次の取り組みを行ってまいります。

鉄道電気工事部門については、安全・安定輸送に寄与するための安全レベルの向上に努め、最大の得意先である東

日本旅客鉄道株式会社のご要望に対応しうる体制の整備を推進するとともに、ＪＲ各社、鉄道・運輸機構、公営鉄道、

民営鉄道及びモノレールなどにも積極的な営業活動を展開し、受注の拡大に努めてまいります。

一般電気工事部門については、駅再開発関連等への営業を推進するとともに、環境に配慮した省エネ等のリニュー

アル提案を始めとした積極的な営業展開を行い、お客様のご要望にお応えできる当社独自の特徴ある提案や新規分野

への展開も含めた営業体制の強化を図り、受注の確保に努めてまいります。

情報通信工事部門については、ネットワークインフラ構築工事及び3.9世代移動通信システムやＷｉＭＡＸ２＋を始

めとした移動体通信基地局建設工事などを受注するため積極的な営業の全社展開を図り、受注の拡大に努めてまいり

ます。

当社グループは、このようにグループを挙げて営業活動を展開して受注の拡大に全力を傾注し、安全と品質の確保

に努め、コスト競争力の強化、新規事業の開発及び人材育成を推進し、業績の向上に鋭意努力する所存でございます。

現時点での次期の業績見通しは、次のとおりであります。

(連結業績)

売上高 177,700百万円

営業利益 13,530百万円

経常利益 14,310百万円

親会社株式に帰属する
当期純利益

8,600百万円

(個別業績)

売上高 142,600百万円

営業利益 9,540百万円

経常利益 10,240百万円

当期純利益 6,810百万円
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（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債、純資産の状況に関する分析

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は、1,393億10百万円(前連結会計年度末は1,286億88百万円)となり、

106億21百万円増加しました。増加した主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等（757億52百万円から863億15百

万円へ105億63百万円増）が増加したことであります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は、740億90百万円(前連結会計年度末は649億64百万円)となり、91億

26百万円増加しました。増加した主な要因は、有形固定資産（341億13百万円から355億55百万円へ14億41百万円増）

及び投資その他の資産（282億37百万円から350億51百万円へ68億14百万円増）が増加したことであります。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は、693億53百万円(前連結会計年度末は641億61百万円)となり、51億

92百万円増加しました。増加した主な要因は、支払手形・工事未払金等（438億24百万円から472億７百万円へ33億

83百万円増）及び未成工事受入金(42億38百万円から49億23百万円へ６億84百万円増)が増加したことであります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は、172億86百万円(前連結会計年度末は160億13百万円)となり、12億

73百万円増加しました。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は、1,267億61百万円(前連結会計年度末は1,134億78百万円)となり、132

億82百万円増加しました。増加した主な要因は、利益剰余金(859億51百万円から950億19百万円へ90億68百万円増)

及びその他有価証券評価差額金（58億３百万円から96億60百万円へ38億56百万円増）が増加したことであります。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、投資活動及び財務活動による資金の減少があったも

のの、営業活動による資金の増加により、前連結会計年度末から８億93百万円増加し、257億85百万円となりまし

た。

営業活動によるキャッシュ・フローは、75億95百万円の資金増加（前連結会計年度比37億49百万円減少）となり

ました。これは、税金等調整前当期純利益150億90百万円の計上、仕入債務の増加額33億83百万円及び減価償却費30

億62百万円の計上等による資金増加要因と、売上債権の増加額105億63百万円及び法人税等の支払額52億83百万円等

による資金減少要因によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、54億20百万円の資金減少（前連結会計年度比８億70百万円減少）となり

ました。これは、有形固定資産の取得による支出36億１百万円及び無形固定資産の取得による支出13億80百万円等

によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、12億81百万円の資金減少（前連結会計年度比14百万円減少）となりまし

た。これは、配当金の支払額９億23百万円及びリース債務の返済による支出４億４百万円等によるものであります。
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当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

自己資本比率（％） 54.1 54.2 54.5 55.3

時価ベースの自己資本比率（％） 30.2 33.1 44.1 51.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 0.3 1.7 0.1 0.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ
（倍）

― 323.1 ― ―

(注) １．自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

４．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお

ります。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題と認識し、利益配分については、企業体質強化のための内部留保や

配当性向にも配意しつつ、株主の皆様へ安定した配当を行うことを基本方針としております。

内部留保資金については、人材の育成・教育、事業開発及び設備投資等の原資とし、更なる経営基盤の充実に備

える所存です。

当期は、平成24年度以降３年間の「日本電設３ヶ年経営計画2012」の最終年度であり、計画の達成に向けて鋭意

努力した結果、概ね達成することができ３期連続の増収増益となりました。

当期の配当金につきましては、基本方針並びに当期の業績及び今後の経営環境等を勘案し、これまでの株主の皆

様のご理解とご支援に報いるため、１株につき５円を増配し、20円とする予定であります。

また、次期の配当金については、上記の基本方針を踏まえ、１株につき２円を増配し、22円とする予定でありま

す。
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、「お客様本位の精神で安全・確実な業務の遂行により顧客の信頼を高め、新たなテクノロジーの

創造をとおして社会に貢献する」という基本理念のもと、鉄道電気工事、一般電気工事及び情報通信工事の設計・

施工と保守を行う企業として、品質の高い設備づくりを目指して企業努力を重ねてまいります。また、安全・安定

輸送の重要性が高まる鉄道に対して一層寄与できる企業体制づくりを推進いたします。さらに設備工事業以外でも

関連事業を拡大し、第四の柱として利益拡大を目指してまいります。この方針に基づき、経営の透明性を確保しつ

つ、個々の取り組みをとおして経営基盤を強化し、本物志向の実践により企業価値の向上を図ることで、株主及び

取引先等の皆様の期待にお応えできる企業へと成長してまいります。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、「ＮＤＫグループの総合力向上」を目指し、平成27年度は売上高1,777億円、経常利益143億円を

目標としております。

（３）中長期的な会社の経営戦略と会社の対処すべき課題

当社グループは、平成27年度以降３年間の「日本電設３ヶ年経営計画2015」を策定いたしました。この新しい経

営計画では、「さらなる成長を目指して新たな挑戦」を掲げ、次の４つの重点実施テーマに基づく各諸施策を進める

ことにより、持続的成長を図ってまいります。

① 組織力・技術力向上による経営基盤の強化

組織間の連携による営業推進と施工体制強化、技術力向上による品質と安全性の向上に向けた各種施策の実施と

改善により、経営基盤を強化し持続的成長を目指してまいります。

② 人材の確保と育成による人間力向上

人間中心企業として人材の確保と育成を図り、社員一人ひとりの人間力向上により、付加価値の増大を目指して

まいります。

③ 技術開発と業務改善の推進

新工法や省労働力化の技術開発を推進して、施工の安全と施工能力の強化を図り、たゆまぬ業務改善により効率

化を推進してまいります。

④ ＮＤＫグループの総合力向上

グループ会社相互の連携による事業展開を推進し、グループ総合力の向上を目指してまいります。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、当面は日本基準を適用することとしております。

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 14,892 14,685

受取手形・完成工事未収入金等 75,752 86,315

有価証券 10,000 11,100

未成工事支出金等 23,956 22,937

繰延税金資産 2,912 2,788

その他 1,177 1,484

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 128,688 139,310

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 34,009 35,082

機械、運搬具及び工具器具備品 8,728 9,272

土地 13,338 13,860

建設仮勘定 527 502

その他 2,178 2,625

減価償却累計額 △24,669 △25,787

有形固定資産合計 34,113 35,555

無形固定資産合計 2,613 3,483

投資その他の資産

投資有価証券 25,795 32,460

退職給付に係る資産 381 596

繰延税金資産 1,300 1,278

その他 783 737

貸倒引当金 △22 △21

投資その他の資産合計 28,237 35,051

固定資産合計 64,964 74,090

資産合計 193,653 213,401

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 43,824 47,207

短期借入金 350 400

未払法人税等 4,575 4,576

未成工事受入金 4,238 4,923

完成工事補償引当金 28 21

工事損失引当金 1,877 1,806

賞与引当金 4,544 4,751

役員賞与引当金 68 67

その他 4,654 5,599

流動負債合計 64,161 69,353
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

固定負債

役員退職慰労引当金 283 282

繰延税金負債 29 2,519

退職給付に係る負債 14,669 13,086

その他 1,029 1,397

固定負債合計 16,013 17,286

負債合計 80,174 86,639

純資産の部

株主資本

資本金 8,494 8,494

資本剰余金 7,792 7,792

利益剰余金 85,951 95,019

自己株式 △1,788 △1,789

株主資本合計 100,449 109,517

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,803 9,660

退職給付に係る調整累計額 △724 △1,124

その他の包括利益累計額合計 5,079 8,536

少数株主持分 7,949 8,707

純資産合計 113,478 126,761

負債純資産合計 193,653 213,401
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

完成工事高 170,157 174,418

完成工事原価 146,468 148,427

完成工事総利益 23,689 25,990

販売費及び一般管理費 12,479 12,148

営業利益 11,209 13,842

営業外収益

受取利息 32 41

受取配当金 392 426

持分法による投資利益 261 376

その他 241 268

営業外収益合計 927 1,113

営業外費用

支払利息 2 0

その他 0 0

営業外費用合計 2 0

経常利益 12,135 14,955

特別利益

固定資産売却益 150 338

投資有価証券売却益 16 0

特別利益合計 167 338

特別損失

投資有価証券評価損 143 2

固定資産除売却損 36 197

その他 0 3

特別損失合計 180 203

税金等調整前当期純利益 12,122 15,090

法人税、住民税及び事業税 5,192 5,271

法人税等調整額 △290 547

法人税等合計 4,901 5,819

少数株主損益調整前当期純利益 7,220 9,270

少数株主利益 523 675

当期純利益 6,697 8,595
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 7,220 9,270

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,133 3,866

退職給付に係る調整額 - △399

持分法適用会社に対する持分相当額 3 32

その他の包括利益合計 1,136 3,500

包括利益 8,357 12,771

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 7,837 12,052

少数株主に係る包括利益 520 718
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,494 7,792 80,115 △1,768 94,632

当期変動額

剰余金の配当 △861 △861

当期純利益 6,697 6,697

自己株式の取得 △19 △19

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 5,836 △19 5,816

当期末残高 8,494 7,792 85,951 △1,788 100,449

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 4,664 ― 4,664 7,432 106,729

当期変動額

剰余金の配当 △861

当期純利益 6,697

自己株式の取得 △19

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
1,139 △724 414 517 932

当期変動額合計 1,139 △724 414 517 6,749

当期末残高 5,803 △724 5,079 7,949 113,478
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,494 7,792 85,951 △1,788 100,449

会計方針の変更によ

る累積的影響額
1,395 1,395

会計方針の変更を反映

した当期首残高
8,494 7,792 87,347 △1,788 101,845

当期変動額

剰余金の配当 △922 △922

当期純利益 8,595 8,595

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 7,672 △1 7,671

当期末残高 8,494 7,792 95,019 △1,789 109,517

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 5,803 △724 5,079 7,949 113,478

会計方針の変更によ

る累積的影響額
42 1,438

会計方針の変更を反映

した当期首残高
5,803 △724 5,079 7,991 114,916

当期変動額

剰余金の配当 △922

当期純利益 8,595

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
3,856 △399 3,457 715 4,172

当期変動額合計 3,856 △399 3,457 715 11,844

当期末残高 9,660 △1,124 8,536 8,707 126,761
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 12,122 15,090

減価償却費 2,979 3,062

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △1

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 2 △7

工事損失引当金の増減額（△は減少） 119 △71

賞与引当金の増減額（△は減少） 590 206

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 7 △0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 619 △96

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 46 △1

受取利息及び受取配当金 △424 △467

支払利息 2 0

持分法による投資損益（△は益） △261 △376

有形固定資産除売却損益（△は益） △113 △140

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 126 2

売上債権の増減額（△は増加） △1,450 △10,563

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △157 1,018

仕入債務の増減額（△は減少） 942 3,383

未成工事受入金の増減額（△は減少） △676 684

その他の資産の増減額（△は増加） 875 △426

その他の負債の増減額（△は減少） 79 1,025

その他 △79 19

小計 15,346 12,341

利息及び配当金の受取額 461 538

利息の支払額 △2 △0

法人税等の支払額 △4,460 △5,283

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,344 7,595

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,073 △3,601

有形固定資産の売却による収入 378 440

無形固定資産の取得による支出 △458 △1,380

投資有価証券の取得による支出 △543 △1,047

投資有価証券の売却による収入 24 10

貸付けによる支出 △321 △46

貸付金の回収による収入 371 144

その他 72 59

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,550 △5,420
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △40 50

自己株式の取得による支出 △19 △1

リース債務の返済による支出 △344 △404

配当金の支払額 △860 △923

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,267 △1,281

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,527 893

現金及び現金同等物の期首残高 19,364 24,892

現金及び現金同等物の期末残高 24,892 25,785
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（５）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（６）連結財務諸表に関する注記事項

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。 以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給

付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ

いて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤

務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会

計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しており

ます。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が119百万円、退職給付に係る負債が2,356百万円減少

し、利益剰余金が1,395百万円増加しております。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響は軽微であります。

(表示方法の変更)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「固定負債」の「その他」に含めていた「繰延税金負債」は、金額的重要性が増し

たため、当連結会計年度から区分掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「固定負債」の「その他」に表示していた1,059百万

円は、「繰延税金負債」29百万円、「その他」1,029百万円として組み替えております。

(セグメント情報)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

当社グループは、設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

当社グループは、設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
　 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日

　 至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 1,716.65円 1,920.40円

１株当たり当期純利益 108.94円 139.82円

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

　潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

同左

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日

　 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日

　 至 平成27年３月31日）

当期純利益（百万円） 6,697 8,595

普通株式に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 6,697 8,595

普通株式の期中平均株式数（千株） 61,482 61,473

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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５．部門別受注・売上・繰越高（連結）

(１)受注高 （単位 百万円）

区 分
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日）

比較増減
比較増減率
（％）

鉄道電気工事 103,681 99,360 △4,320 △4.2

一般電気工事 53,141 42,207 △10,933 △20.6

情報通信工事 26,954 24,579 △2,375 △8.8

そ の 他 1,350 1,378 28 2.1

合 計 185,127 167,525 △17,601 △9.5

(２)売上高　 （単位 百万円）

区 分
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日）

比較増減
比較増減率
（％）

鉄道電気工事 103,109 103,039 △70 △0.1

一般電気工事 35,844 43,159 7,314 20.4

情報通信工事 28,778 25,668 △3,109 △10.8

そ の 他 2,424 2,551 127 5.3

合 計 170,157 174,418 4,261 2.5

(３)次期繰越高 （単位 百万円）

区 分
前連結会計年度

（平成26年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成27年３月31日現在）
比較増減

比較増減率
（％）

鉄道電気工事 77,087 73,408 △3,678 △4.8

一般電気工事 43,286 42,335 △951 △2.2

情報通信工事 15,362 14,272 △1,089 △7.1

そ の 他 227 354 126 55.7

合 計 135,964 130,371 △5,592 △4.1

（注）１．「(２)売上高」の「その他」は、不動産業及びビル総合管理等の関連事業、ソフトウェアの

　 開発及び電気設備の設計等を表示しており、「(１)受注高」及び「(３)次期繰越高」の「そ

　 の他」には、不動産の賃貸・管理等は含まれておりません。

２．記載金額は消費税等抜きで表示しております。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,214 4,021

受取手形 777 2,101

完成工事未収入金 66,316 74,060

有価証券 10,000 11,100

未成工事支出金 22,597 21,898

繰延税金資産 2,415 2,315

その他 2,955 3,506

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 109,275 119,002

固定資産

有形固定資産

建物 25,222 24,929

減価償却累計額 △13,718 △13,859

建物（純額） 11,504 11,069

構築物 1,710 1,723

減価償却累計額 △1,207 △1,247

構築物（純額） 502 475

機械及び装置 1,010 1,026

減価償却累計額 △574 △638

機械及び装置（純額） 436 387

車両運搬具 1,275 1,600

減価償却累計額 △598 △659

車両運搬具（純額） 677 940

工具器具・備品 3,156 3,185

減価償却累計額 △2,452 △2,567

工具器具・備品（純額） 704 617

土地 10,643 10,685

リース資産 1,152 1,023

減価償却累計額 △857 △891

リース資産（純額） 294 131

建設仮勘定 94 180

有形固定資産合計 24,857 24,489

無形固定資産

ソフトウエア 81 64

その他 886 961

無形固定資産合計 967 1,025
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 13,016 16,545

関係会社株式 8,871 11,219

長期貸付金 62 92

関係会社長期貸付金 75 65

破産更生債権等 13 11

長期前払費用 49 38

前払年金費用 297 296

繰延税金資産 20 -

その他 350 328

貸倒引当金 △22 △21

投資その他の資産合計 22,733 28,576

固定資産合計 48,558 54,091

資産合計 157,834 173,094

負債の部

流動負債

支払手形 1,147 2,846

工事未払金 38,364 39,597

短期借入金 2,120 2,450

リース債務 174 115

未払法人税等 3,877 3,823

未成工事受入金 4,346 4,923

完成工事補償引当金 28 21

工事損失引当金 1,877 1,806

賞与引当金 3,484 3,729

役員賞与引当金 35 39

その他 3,864 4,209

流動負債合計 59,320 63,561

固定負債

リース債務 123 94

繰延税金負債 - 2,468

退職給付引当金 11,461 9,168

役員退職慰労引当金 152 182

資産除去債務 23 23

その他 334 335

固定負債合計 12,096 12,273

負債合計 71,416 75,834

純資産の部

株主資本

資本金 8,494 8,494

資本剰余金

資本準備金 7,792 7,792

資本剰余金合計 7,792 7,792
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

利益剰余金

利益準備金 1,386 1,386

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 1,734 1,944

特別償却準備金 182 169

別途積立金 57,100 61,100

繰越利益剰余金 5,909 8,860

利益剰余金合計 66,311 73,460

自己株式 △1,774 △1,775

株主資本合計 80,823 87,971

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,594 9,287

評価・換算差額等合計 5,594 9,287

純資産合計 86,418 97,259

負債純資産合計 157,834 173,094
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

完成工事高 136,831 139,309

完成工事原価 119,008 119,745

完成工事総利益 17,823 19,563

販売費及び一般管理費

役員報酬 134 137

従業員給料手当 3,181 3,185

賞与引当金繰入額 1,071 1,144

役員賞与引当金繰入額 35 39

退職給付費用 439 369

役員退職慰労引当金繰入額 29 30

法定福利費 678 694

福利厚生費 108 100

修繕維持費 108 138

事務用品費 555 539

通信交通費 256 253

動力用水光熱費 46 47

調査研究費 978 814

広告宣伝費 12 11

貸倒引当金繰入額 △0 △0

貸倒損失 4 0

交際費 107 105

寄付金 4 10

地代家賃 218 292

減価償却費 393 388

租税公課 382 355

保険料 5 5

雑費 866 786

販売費及び一般管理費合計 9,618 9,451

営業利益 8,204 10,112

営業外収益

受取利息 14 12

有価証券利息 17 25

受取配当金 512 628

その他 84 118

営業外収益合計 628 785

営業外費用

支払利息 8 2

その他 0 0

営業外費用合計 8 2

経常利益 8,824 10,894
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 150 338

投資有価証券売却益 16 0

特別利益合計 167 338

特別損失

投資有価証券評価損 143 2

固定資産除売却損 28 125

その他 0 3

特別損失合計 172 131

税引前当期純利益 8,819 11,101

法人税、住民税及び事業税 3,834 3,816

法人税等調整額 △233 525

法人税等合計 3,600 4,341

当期純利益 5,219 6,760
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産圧縮

積立金

特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 8,494 7,792 1,386 1,672 ― 53,100 5,795 61,953

当期変動額

剰余金の配当 △861 △861

当期純利益 5,219 5,219

自己株式の取得

固定資産圧縮積立金

の積立
77 △77 ―

固定資産圧縮積立金

の取崩
△15 15 ―

特別償却準備金

の積立
182 △182 ―

別途積立金の積立 4,000 △4,000 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 62 182 4,000 113 4,357

当期末残高 8,494 7,792 1,386 1,734 182 57,100 5,909 66,311

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

当期首残高 △1,754 76,485 4,450 80,935

当期変動額

剰余金の配当 △861 △861

当期純利益 5,219 5,219

自己株式の取得 △19 △19 △19

固定資産圧縮積立金

の積立
― ―

固定資産圧縮積立金

の取崩
― ―

特別償却準備金

の積立
― ―

別途積立金の積立 ― ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
1,143 1,143

当期変動額合計 △19 4,338 1,143 5,482

当期末残高 △1,774 80,823 5,594 86,418
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当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産圧縮

積立金

特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 8,494 7,792 1,386 1,734 182 57,100 5,909 66,311

会計方針の変更によ

る累積的影響額
1,311 1,311

会計方針の変更を反映

した当期首残高
8,494 7,792 1,386 1,734 182 57,100 7,220 67,622

当期変動額

剰余金の配当 △922 △922

当期純利益 6,760 6,760

自己株式の取得

固定資産圧縮積立金

の積立
225 △225 ―

固定資産圧縮積立金

の取崩
△15 15 ―

特別償却準備金

の積立
13 △13 ―

特別償却準備金

の取崩
△26 26 ―

別途積立金の積立 4,000 △4,000 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 209 △12 4,000 1,640 5,837

当期末残高 8,494 7,792 1,386 1,944 169 61,100 8,860 73,460

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

当期首残高 △1,774 80,823 5,594 86,418

会計方針の変更によ

る累積的影響額
1,311 1,311

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△1,774 82,134 5,594 87,729

当期変動額

剰余金の配当 △922 △922

当期純利益 6,760 6,760

自己株式の取得 △1 △1 △1

固定資産圧縮積立金

の積立
― ―

固定資産圧縮積立金

の取崩
― ―

特別償却準備金

の積立
― ―

特別償却準備金

の取崩
― ―

別途積立金の積立 ― ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
3,693 3,693

当期変動額合計 △1 5,836 3,693 9,529

当期末残高 △1,775 87,971 9,287 97,259
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。 以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給

付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ

いて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を

期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の

加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が119百万円、退職給付引当金が2,154百万円減少し、利益剰余金

が1,311百万円増加しております。なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は

軽微であります。

(表示方法の変更)

（貸借対照表関係）

前事業年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「材料貯蔵品」、「短期貸付金」、「前払費用」

及び「未収入金」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しておりま

す。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。この結果、前

事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「材料貯蔵品」66百万円、「短期貸付金」1,904百万円、「前払

費用」297百万円及び「未収入金」647百万円は、「その他」2,955百万円として組み替えております。

　前事業年度において、独立掲記しておりました「無形固定資産」の「借地権」は、金額的重要性が乏しくな

ったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

事業年度の財務諸表の組替えを行っております。この結果、前事業年度の貸借対照表において、「無形固定資

産」の「借地権」865百万円は、「その他」886百万円として組み替えております。

　前事業年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「未払金」、「未払費用」及び「預り金」は、

金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変

更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。この結果、前事業年度の貸借対照表

において、「流動負債」の「未払金」2,197百万円、「未払費用」1,073百万円及び「預り金」314百万円は、「そ

の他」3,864百万円として組み替えております。
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７．部門別受注・売上・繰越高（個別）

(１)受注高 （単位 百万円）

区 分
前事業年度

（自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日）

比較増減
比較増減率
（％）

鉄道電気工事 75,282 67,875 △7,406 △9.8

一般電気工事 53,290 42,363 △10,927 △20.5

情報通信工事 23,155 20,409 △2,745 △11.9

合 計 151,728 130,649 △21,079 △13.9

(２)売上高 （単位 百万円）

区 分
前事業年度

（自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日）

比較増減
比較増減率
（％）

鉄道電気工事 74,575 72,911 △1,663 △2.2

一般電気工事 36,000 43,365 7,364 20.5

情報通信工事 25,138 21,770 △3,367 △13.4

そ の 他 1,117 1,262 144 12.9

合 計 136,831 139,309 2,477 1.8

(３)次期繰越高 （単位 百万円）

区 分
前事業年度

（平成26年３月31日現在）
当事業年度

（平成27年３月31日現在）
比較増減

比較増減率
（％）

鉄道電気工事 64,517 59,481 △5,035 △7.8

一般電気工事 43,472 42,470 △1,001 △2.3

情報通信工事 14,491 13,130 △1,360 △9.4

合 計 122,480 115,082 △7,397 △6.0

（注）１．「（２）売上高」の「その他」は、不動産の賃貸・管理等を表示しております。

　 ２．記載金額は消費税等抜きで表示しております。

８．その他

（１）役員の異動

開示内容が定まった時点で開示いたします。
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